
工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象に関する情報の通知について

 落札者（随意契約の場合にあっては、契約の相手方）は、建設業法（昭和２４年法律第

１００号）第２０条の２第２項の規定に基づき、工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事

象が発生するおそれがあると認めるときは、落札決定（随意契約の場合にあっては、契約

の相手方の決定）から請負契約を締結するまでに、発注者に対して、その旨を当該事象の

状況の把握のため必要な情報と併せて通知すること。

      実施方法

       落札者（随意契約の場合にあっては、契約の相手方）が落札決定（随意契約の場合

にあっては、契約の相手方の決定）から請負契約を締結するまでに別添通知書を以下

ＬоＧоフォームで提出し、発注者がそれを受領することにより実施します。

なお、別添通知書については、建設業法施行規則第１３条の１４第２項に規定する

事象※が発生するおそれがあると認めるときに提出するものであり、当該事象の発生

するおそれが認められない場合は、提出を求めるものではない。

ＬоＧоフォーム https://logoform.jp/f/cNpYg 

※【参考（国交省資料抜粋）】通知することが求められるおそれ情報


